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関西労災職業病 2023.6 No.5442

第 13次災防計画の
数値目標達成状況は？

厚生労働省は 2023 年４月を起点とし、

2027 年度が終わる 2028 年３月までの５年

間を計画期間とする第 14次労働災害防止計

画を策定、３月に公表した。

労働災害防止計画は、昭和 20年代の戦後

復興期以降、労働災害が急増し続けていた

1958（昭和 33）年に閣議決定によって策定

された「産業災害防止５ヵ年計画」が最初で、

その後 1964 年に制定された「労働災害防止

団体等に関する法律」により、法律に定めの

ある制度となった。さらに労働安全衛生法が

制定された 1972 年には、同法に引き継がれ、

「第２章　労働災害防止計画」の第６条～第

９条に規定される計画となっている。つまり、

今年３月までの第 13次で 65年間にわたり、

日本の労働災害防止のための施策推進の長期

的な指針が定められてきたということにな

る。

労働災害防止計画は５年という長期計画な

ので、当初より目標となる数値が設定されて

きた。たとえば前年の労働災害死亡者数が

5621 人だった第１次災防計画は、死傷災害

発生件数を５年で半減させると目標をたて、

次の 1963 年の第２次では労働者千人当たり

死傷災害発生率を概ね半減させるとした。こ

の時期の日本の労働災害発生状況は厳しい状

況にあり、目標を達成するには至らず、以降

の計画では目標を「大幅な減少を図る」のよ

うな表現が目立つようになる。

しかし 2003 年の第 10 次災防計画あたり

からはより具体的な数値目標の設定がなされ

るようになる。たとえば同計画では「計画期

間中における労働災害総件数を 20％減少さ

せること」とした。さらに 2008 年の第 11

次災防計画では、「ア　死亡者数について、

2012 年において、2007 年と比して 20％以

上減少させること、イ　死傷者数について、

2012 年において、2007 年と比して 15％以

上減少させること。ウ　労働者の健康確保対

策を推進し、定期健康診断における有所見率

の増加傾向に歯止めをかけ、減少に転じさせ

ること。」とより具体的な設定となった。

労働安全衛生マネジメントシステムに関す

る指針が策定されたのが 1999 年であり、労

働安全衛生施策においても、目標達成へむけ

て PDCA サイクルを回す観点から、明確に

数値目標が掲げられるようになったといって

よい。

第 13次災防計画で掲げられた数値目標は

次のようなものだった。

①死亡者数を 2017 年と比較して、2022 年

までに 15％以上減少させる。

アウトプット指標、アウトカム指標で
労働災害減少達成へ
第 14次労働災害防止計画がスタート
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第 14 次労災防止計画

②休業４日以上死傷者数を５％以上減少させ

る。

③重点とする業種の目標

・建設業、製造業及び林業について、死亡

者数を 15％以上減少させる。 

・陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施

設及び飲食店については、死傷者数を死

傷年千人率で５％以上減少させる。

④ 上記以外の目標

・仕事上の不安、悩み又はストレスにつ

いて、職場に事業場外資源を含めた相

談先がある労働者の割合を 90％以上

（71.2％：2016 年）とする。

・メンタルヘルス対策に取り組んでいる事

業場の割合を 80％以上（56.6％：2016

年）とする。

・ストレスチェック結果を集団分析し、そ

の結果を活用した事業場の割合を 60％

以上（37.1％：2016 年）とする。

・化学品の分類及び表示に関する世界調和

システム（GHS）による分類の結果、危

険有害性を有するとされる全ての化学

物質について、ラベル表示と安全デー

タシート（SDS）の交付を行っている化

学物質譲渡・提供者の割合を 80％以上

（ラベル表示 60.0％、SDS 交付 51.6％：

2016 年）とする。

・第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛

による死傷者数を死傷年千人率で５％以

上減少させる。

・職場での熱中症による死亡者数を 2013

年から 2017 年までの５年間と比較し

て、2018 年から 2022 年までの５年間

で５％以上減少させる。

歯止めが利かない死傷者数増加傾向

第 13 次の数値目標の達成状況はどうなっ

たかというと、死亡災害は 2017 年の 978

人に対し 2022 年で 774 人（新型コロナウ

イルス感染症へのり患によるものを除いた

もの、死傷者数についても同じ）なので、

21％の減少となり、目標の 15％を上回った。

死亡者数について、業種別で重点目標となっ

た建設業、製造業、林業の各業種については、

それぞれ 13％、13％、30％の減少となって

おり、目標値と近い数字を示すものとなった。

しかし、休業４日以上の死傷者数について

は、2017 年の 120,460 人に対し、2022 年

は 132,355 人で 10％の増加となり、５％減

少させるという目標とは相反する結果となっ

た。

死傷者数の横ばい又は漸増傾向は、2000

年頃から続いており、とくに 2022 年は増加

の程度が大きく、過去 20 年で最多となって

いる（次ページ図１参照）。これを事故の型

別で分析すると、「転倒」が最多で腰痛等の「動

作の反動・無理な動作」が次に多く、合わせ

て全体の４割を超え、さらに増加している。

年齢別では、60 歳以上が全死傷者数の約４

分の１を占めていて、増加している。

これらの特徴から死傷者数全体の増加傾向

は、転倒などの行動系の災害と、高年齢の労

働者の災害の増加がその要素となっているこ

とが分かる。

検証重視、
第 14次災防計画の指標設定

さて、この４月からスタートした第 14 次

労働災害防止計画は、第 13 次の総括をもと

に次の８つの重点対策を掲げている。

（１）自発的に安全衛生対策に取り組むため

の意識啓発
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（２）労働者（中高年齢の女性を中心に）の

作業行動に起因する労働災害防止対策の推

進

（３）高年齢労働者の労働災害防止対策の推

進

（４）多様な働き方への対応や外国人労働者

等の労働災害防止対策の推進

（５）個人事業者等に対する安全衛生対策の

推進

（６）業種別の労働災害防止対策の推進

（７）労働者の健康確保対策の推進

（８）化学物質等による健康障害防止対策の

推進

そして第 14次災防計画がこれまでと大き

く異なっているのは、これらの重点目標につ

いて、アウトプット指標とアウトカム指標を

それぞれについて示していることである。こ

れまでのように目標となる結果の数値を示し

て、そのための対策を列挙するだけというス

タイルはとらない。

アウトプット指標として設定する数値につ

いて「事業者は、後述する計画の重点事項の

取組の成果として、労働者の協力の下、これ

らの指標の達成を目指す。国は、その達成を

目指し、当該指標を用いて本計画の進捗状況

の把握を行う。」とし、指標の位置づけを明

確にする。

そして「アウトプット指標を達成した結果

として期待される事項をアウトカム指標とし

て定め、本計画に定める実施事項の効果検証

を行うための指標として取り扱う。」とする。

つまり、施策として事業者や国が行動し、そ

の結果として現れることが予想されるのがア

ウトカム指標だ。

したがって「アウトカム指標に掲げる数値

は、一定の仮定、推定又は期待の下、試算に

より算出した目安であり、計画期間中は、従

来のように単にその数値比較をして、その達

図１ 労働災害による死亡者数、死傷者数の推移（厚生労働省 より）

出典：平成 年までは、労災保険給付データ（労災非適用事業を含む）、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成
平成 年からは、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成 ※新型コロナウイルス感染症へのり 患による労働災害を除いたもの。

第 14 次労災防止計画
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成状況のみを評価するの

ではなく、当該仮定、推

定又は期待が正しいかど

うかも含め、アウトプッ

ト指標として掲げる事業

者の取組がアウトカムに

つながっているかどうか

を検証する。」としてい

る。

計画の進捗状況はアウ

トプット指標によって把

握し、予想した結果の数

値にどのようにつながる

かを期間中に検証しつつ

計画は進められる。

増加する行動系災害への
対策強化は？

重点対策の「（２）労働者（中高年齢の女

性を中心に）の作業行動に起因する労働災害

防止対策の推進」は、近年の死傷病報告件数

の「事故の型」別のトレンドから導き出され

た対策である。労働災害といえば、かつては

「はさまれ・巻き込まれ」等の設備によるも

のであったり、「墜落・転落」が代表的なも

のだった。

1990（平成２）年まで「はさまれ・巻き

込まれ」がトップで翌年から「墜落・転落」

がトップになるが、両方とも順調に減少して

いく。やがて 2005（平成 17）年には「墜落・

転落」に替わって「転倒」がトップに躍り出、

そのまま現在に至る。しかも「転倒」は減少

するどころかその後、増加の一途をたどって

いる。また同じように増加する「動作の反動・

無理な動作」とともに、ついには全死傷災害

の４割を超えるまでになっている（図２）。

図２ 「事故の型」のトレンド

「転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会」第１回資料‘令和 年 月 日）より

「転倒」災害を年齢別、男女別に分析する

と、女性の場合 60 代後半は 20 代の約 16

倍となっていて（次ページ図３）、また業種

別の死傷災害件数では介護職場を含む医療・

福祉職場や小売業が顕著な増加を示し続けて

いる。

これらの状況から示されたアウトプット指

標は次のとおりだ。

・転倒災害対策（ハード・ソフト両面からの

対策）に取り組む事業場の割合を 2027 年

までに 50％以上とする。

・卸売業・小売業及び医療・福祉の事業場に

おける正社員以外の労働者への安全衛生教

育の実施率を 2027 年までに 80％以上と

する。

・介護・看護作業において、ノーリフトケア

を導入している事業場の割合を 2023 年と

比較して 2027 年までに増加させる。

これを受けて設定されたアウトカム指標は

次のとおり。

・増加が見込まれる転倒の年齢層別死傷年千

人率を 2027 年までに男女ともその増加に

第 14 次労災防止計画
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歯止めをかける。

・転倒による平均休業見込日数を 2027 年ま

でに 40 日以下とする。

・増加が見込まれる社会福祉施設における腰

痛の死傷年千人率を 2022 年と比較して

2027 年までに減少させる。

「歯止めをかける」「減少させる」と数値目

標を掲げていないが、ここ毎年５％増加して

いるものを減少に転じさせるという指標は具

体的なものということになる。ノーリフトケ

アというハード面の対策や、卸売り・小売業

で非正規社員の安全衛生教育実施の比率な

ど、まずは確実なアウトプット指標の履行が

どう実現できるかが問題となるだろう。

高年齢労働者の労働災害対策は？

「（３）高年齢労働者の労働災害防止対策の

推進」はどうだろうか。高年齢者雇用安定法

の改正により、企業は 65 歳までの雇用を確

保し、70 歳までの就業機会を確保する努力

が求められている。当然職場における高年齢

図３ 高年齢労働者の労働災害の特徴

「転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会」第１回資料‘令和 年 月 日）より

労働者の比率は増えることとなり、全年齢の

死傷者数にしめる 60 歳以上の割合はさらに

増加している（次ページ図４）。

年齢別・男女別の死傷年千人率をみると、

65 ～ 74 歳は 30 歳前後の最小値と比べると、

男性で約２倍、女性で約３倍となっている（次

ページ図５）。

アウトプット指標は、「高年齢労働者の安

全と健康確保のためのガイドライン」に示さ

れている職場改善等の取り組みを実施する事

業場の割合を 50％以上にするというものだ。

これに対応するアウトカム指標は、「60 歳代

以上の死傷年千人率を 2027 年までに男女と

もその増加に歯止めをかける。」とされてい

る。

ガイドラインの存在は、2021年のアンケー

トで「知っており、かつ、当該ガイドライン

に基づいて取り組んでいる」事業場の割合は

11.2％だったという。これをこれからの５

年間のうちに 50％に引き上げ、結果となる

アウトカム指標としては死傷年千人率の増加

に歯止めをかけるとする。ある意味野心的な

第 14 次労災防止計画
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指標設定といえるが、期間中の検証が大

事な項目といえるだろう。

計画期間中に検証が大事

８つの重点対策として掲げられたアウ

トプット指標、アウトカム指標は次ペー

ジ表１のとおりだが、今後５年間の国に

よる施策の展開と事業者の行動、そして

その効果の期間中も含めての検証が期待

されるところだ。もちろん公表されるそ

の時点での数値等にもとづき、各界から

計画の修正につながるような議論が起

こっても良い。

今後、注目されるところだ。

図４ 高齢者の就労と労働災害の状況

「転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会」第１回資料‘令和 年 月 日）より

図５ 年齢別・男女別 千人率（「第 次労働災害防止計画の概要」より）

「転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会」第１回資料‘令和 年 月 日）より

第 14 次労災防止計画
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表１ 第14次労働災害防止計画のアウトプット指標とアウトカム指標 

アウトプット指標 アウトカム指標 

（ア）労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進［重点対策②］ 

 転倒災害対策（ハード・ソフト両面からの対策）に取り組む
事業場の割合を2027年までに50％以上とする。 
 卸売業・小売業及び医療・福祉の事業場における正社員以外
の労働者への安全衛生教育の実施率を2027年までに 80％
以上とする。 
 介護・看護作業において、ノーリフトケアを導入している事
業場の割合を2023年と比較して2027年までに増加させる。 

 増加が見込まれる転倒の年齢層別死傷年千人率を
2027年までに男女ともその増加に歯止めをかける。 
 転倒による平均休業見込日数を2027年までに40日
以下とする。 
 増加が見込まれる社会福祉施設における腰痛の死傷
年千人率を2022年と比較して2027年までに減少さ
せる。 

（イ）高年齢労働者の労働災害防止対策の推進［重点対策③］ 

 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」
（いわゆる「エイジフレンドリーガイドライン」）に基づく高
年齢労働者の安全衛生確保の取組（安全衛生管理体制の確
立、職場環境の改善等）を実施する事業場の割合を2027年ま
でに50％以上とする。 

 増加が見込まれる60歳代以上の死傷年千人率を
2027年までに男女ともその増加に歯止めをかける。 

（ウ）多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進［重点対策④］ 

 母国語に翻訳された教材や視聴覚教材を用いる等外国人労
働者に分かりやすい方法で労働災害防止の教育を行ってい
る事業場の割合を2027年までに 50％以上とする。 

 外国人労働者の死傷年千人率を2027年までに労働
者全体の平均以下とする。 

（エ）業種別の労働災害防止対策の推進［重点対策⑥］ 

 「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドラ
イン」（平成25年３月25日付け基発0325第１号。）に基づく
措置を実施する陸上貨物運送事業等の事業場（荷主となる事
業場を含む。）の割合を2027年までに45％以上とする。 

 陸上貨物運送事業における死傷者数を2022年と比
較して2027年までに５％以上減少させる。 

 墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組
む建設業の事業場の割合を2027年までに85％以上とする。 

 建設業における死亡者数を2022年と比較して2027
年までに15％以上減少させる。 

 機械による「はさまれ・巻き込まれ」防止対策に取り組む製
造業の事業場の割合を2027年までに60％以上とする。 

 製造業における機械による「はさまれ・巻き込まれ」
の死傷者数を2022年と比較して2027年までに５％
以上減少させる。 

 「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドラ
イン」（平成27年12月７日付け基発1207第３号。）に基づく
措置を実施する林業の事業場の割合を2027年までに50％以
上とする。 

 林業における死亡者数を、伐木作業の災害防止を重
点としつつ、労働災害の大幅な削減に向けて取り組
み、2022年と比較して2027年までに15％以上減少
させる。 

（オ）労働者の健康確保対策の推進［重点対策⑦］ 

 年次有給休暇の取得率を2025年までに70％以上とする。 
 勤務間インターバル制度を導入している企業の割合を2025
年までに15％以上とする。 

 週労働時間40時間以上である雇用者のうち、週労働
時間60時間以上の雇用者の割合を2025年までに
５％以下とする。 

 メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を2027年まで
に80％以上とする。 
 使用する労働者数50人未満の小規模事業場におけるストレ
スチェック実施の割合を2027年までに50％以上とする。 

 自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩
み又はストレスがあるとする労働者の割合を2027
年までに50％未満とする。 

 各事業場において必要な産業保健サービスを提供している
事業場の割合を2027年までに80％以上とする。 

労働災害防止の成果を直接反映する適切な指標を設定するこ
とが困難であるため、アウトカム指標は設定していない。 

（カ）化学物質等による健康障害防止対策の推進［重点対策⑧］ 

 労働安全衛生法第57条及び第57条の２に基づくラベル表
示・ＳＤＳの交付の義務対象となっていないが危険性又は有
害性が把握されている化学物質について、ラベル表示・ＳＤ
Ｓの交付を行っている事業場の割合を2025年までにそれぞ
れ80％以上とする。 
 法第57条の３に基づくリスクアセスメントの実施の義務対
象となっていないが危険性又は有害性が把握されている化
学物質について、リスクアセスメントを行っている事業場の
割合を2025年までに80％以上とするとともに、リスクアセ
スメント結果に基づいて、労働者の危険又は健康障害を防止
するため必要な措置を実施している事業場の割合を2027年
までに80％以上とする。 

 化学物質の性状に関連の強い死傷災害（有害物等と
の接触、爆発又は火災によるもの）の件数を第13次
労働災害防止計画期間と比較して、５％以上減少さ
せる。 

 熱中症災害防止のために暑さ指数を把握し活用している事
業場の割合を2023年と比較して2027年までに増加させる。 

 増加が見込まれる熱中症による死亡者数の増加率
（当期計画期間中の総数を前期の同計画期間中の総数で
除したもの）を第13次労働災害防止計画期間と比較
して減少させる。 

 

第 14 次労災防止計画
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死ぬまで元気です
　Vol.59　右田 孝雄

皆さん、こんにちは。お元気ですか？

私はもう元気です。和歌山の病院から兵

庫医科大学病院に転院し、通院は面倒ですが

やはり経験豊富なドクターが揃われているこ

とは一種の安心にも繋がります。中皮腫に罹

患して丸７年が経過し、８年目に入りました

が、気持ちはまだまだ元気です。

７月は中皮腫啓発月間と一昨年から位置

付け、様々なイベントを開催するのですが、

今年もたくさんのイベント開催に向けて鋭意

準備中です。今回のイベントは主に土曜日に

集中していますが、やはり患者さんは病院も

休みで自宅にいることも多いのではと考えた

のと、講演などお願いするドクターも土曜日

の休みを１、２時間程度提供していただくと

いうことで、お願いしやすいことから土曜日

に集中しました。ドクターも患者団体に頼ま

れたら断り切れませんよね。でも、ドクター

が出演してくださることが当たり前ではない

ことを自覚して感謝したいと思います。

まず先陣を切って、７月１日東京の銀座に

て中皮腫リアルサロン＆相談会をします。こ

こでは国立がん研究センター中央病院の後藤

悌先生がリアルで皆さんの相談に答えます。

私もザギンでシースーではなく、東京近郊の

患者さんたちと寄り添いたいと思います。

そして７日は Meet the Expert「胸膜中皮

腫」と題した治療についての講演会で、私も

パネリストとして出る予定です。こちらはオ

ンラインでの開催となります。翌日の８日は

中皮腫拡大 ZOOM サロンを開催します。こ

ちらでは、「胸膜中皮腫の部屋」「腹膜中皮腫

の部屋」「家族の部屋」に分かれてそれぞれ

の立場で色々体験談や情報の共有をしていた

だきます。

15 日は、みんなで相談 Q&A「胸膜中皮腫」

ということで、国立がん研究センター中央病

院の吉田達哉先生が皆さんからの相談にオン

ラインで答えてくださいます。

22 日は準備から私もずっと関わってきた

兵庫医科大学胸部腫瘍学とキャラバン隊の共

催で「市民公開講座」を兵庫医科大学病院の

会議室でおこないます。私が司会で、呼吸器

内科の栗林康造先生、呼吸器外科の橋本昌樹

先生、放射線科の冨土原将之先生の３人の先

生方からお話を伺います。こちらは会場とオ

ンラインのハイブリッド開催でネット配信も

致します。

そして 29 日には、みんなで相談 Q&A「腹

膜中皮腫」ということで、国立がん研究セン

ターの下井辰徳先生、愛知がんセンターの安

藤正志先生が腹膜中皮腫について、オンライ

ンで皆さんからの質問にお答えして下さいま

す。

これだけの先生にお声掛けして、誰一人

断ることがなかったんです。本当にご協力い

ただいた先生方に感謝申し上げます。

当然、これらのイベント全てに私も関わっ

ていきます。ほんまに忙しい夏になりそうで

すが、私は死ぬまで元気にやりたいことや

りますよ。ただ中皮腫啓発月間終わったら

ちょっと休んでもいいですよね。
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韓国からの
ニュース
■入庁９カ月目の新任労働監督官の死
雇用労働部の 30代の勤労監督官のＡ氏が

苦情に苦しみ、自ら命を絶った。入庁９か月

目だった故人は、請願人が職務遺棄などの疑

いで本人と上司を検察に告訴したため、心的

な負担を感じていた。

勤労監督官のＡ氏は１日、牙山市のある公

営駐車場で亡くなっているのが発見された。

Ａ氏は天安支庁・勤労改善指導課で、請願人

の陳情によって、解雇予告手当の支給に関す

る業務を行っていたが、この過程で問題が生

じ、請願人が職務遺棄などの疑いでＡ氏と天

安支庁長、担当課長などを検察に告訴した。

4月末、検察は警察に事件を移管して捜査を

指揮し、Ａ氏は亡くなる数日前にこの事実を

知った。

国公労の関係者は「自分のせいで他の人(上

司 ) も告訴されたことに対する負い目が大き

かったのではないかと思う」と話した。

天安支庁は請願人の抗議で、Ａ氏に「注意

要求処分」をした。注意要求処分は、所属の

機関長が、所属公務員が職務上の過失を犯し

たが、事案が軽微な場合に懲戒の議決を要求

せずに行う処分で、人事記録に残る。

更に深刻な問題は、このように、特異な苦

情が解決されずに訴訟に繋がるケースだ。公

職社会は、その責任のすべてを個人が抱え込

むように設計されている。陳情人が行政処分

に従わずに行政訴訟を提起した場合は、該当

機関が訴訟の主体になるが、請願人が勤労監

督官など公務員個人に恨みを抱いて訴訟をす

る場合は、十分な法律的な支援の後押しがさ

れないという指摘だ。

雇用労働部のイム・ジュヨン職場員協議会

長は、「（公務員個人が）告訴・告発されれば

部署が支援するが、訴訟で勝つ場合に限定さ

れ、それも事後的に弁護士選任料の一部を支

給するだけだ」と指摘した。2023 年５月４

日　毎日労働ニュース　カン・イェスル記者

■環境公務員、17 年目に視神経炎、裁判所
が「公務上災害」
ソウル行政裁判所は、論山市環境課の公務

員のＡさん (53) が人事革新処に対して提起

した公務上療養不承認処分取り消し訴訟で、

原告一部勝訴の判決を行った。

Ａさんは環境保護課に勤務して 17年目の

2017 年 10 月、右目に痛みが生じて診察を

受けた結果、「右目の前部虚血性視神経症・

両眼視神経萎縮」と診断された。その後、人

事革新処に公務上の療養を申請したが、職務

遂行による疾病ではないという理由で、不承

認とされた。

Ａさんは「約 20年間、環境汚染物質の排

出事業場の指導点検業務などをしながら、毒

性化学物質と飛散粉じんに長期間ばく露し

た」として、2020 年 10 月に訴訟を起こした。

四ヵ月間の過労と苦情によって蓄積したスト

レスも発病の原因だと主張した。

実際、Ａさんは悪臭などの環境汚染物質に

関する苦情が届けられれば、退勤後や週末に

も当該の事業場を訪問して点検しなければな

らなかった。Ａさんが引き受けた事業場には

メタノール、ベンゼン、硫酸など有害物質を

扱う業者が多数だった。

特に 2017 年６月には鳥インフルエンザ

(AI)「深刻」段階が発令され、三交代で勤務

した。約 12週間、秋夕（旧盆）の当日を除

いて連続勤務した。同期間の超過勤務時間だ
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けでも月平均 75時間に達した。

「悪質な苦情」も影響を与えた。住民たち

が環境汚染物質による頭痛とめまいの症状を

訴え、その過程での暴言も激しかった。住民

の一人は、夜間や週末にもＡさんに電話して、

「10分以内に来なければ殺す」と脅迫した。

裁判所は、Ａさんが過労とストレスで「視

神経炎」を発症したと判断した。視神経炎は

視神経に炎症が生じて神経繊維が機能を発揮

できなくなり、視力低下・視野障害の症状が

現れる疾患をいう。裁判所は「過労とストレ

スが眼疾患の発生と関連があるというのは、

医学界で一般的に受け容れられている見解」

とし、「過労やストレスが否定的な影響を及

ぼす可能性は十分だ」と判示した。環境汚染

物質にばく露されるという精神的な負担も大

きかったと見た。裁判所は「過労とストレス

が重なって免疫力が低下し、視神経炎の危険

性を増加させた可能性が高い」、「原告の他の

既存疾患によって視神経炎が発病したとは

断定し難い」と指摘した。2023 年５月８日　

毎日労働ニュース　ホン・ジュンピョ記者

■「危ないのでちょっと止めます」／サムソ
ン物産「作業中止権」を２年間に５万件使用
サムソン物産は 2021 年３月、現場労働

者の「作業中止権」を保障した後、2年間に

113 の現場で、合計５万 2977 件の作業中

止権が行使されたと明らかにした。一日平均

70件の水準だ。

サムソン物産は 3月から、急迫した危険が

なくても、勤労者が安全でない状況だと判断

すれば、作業中止権を積極的に使えるように

保障した。

サムソン物産がこの二年間の作業中止権の

発動・措置事例を分析した結果によれば、衝

突を心配した安全措置要求が全体の 23.1%

で、最も多かった。作業者の墜落や資材落

下・挟まれに関する安全措置要求は、全体の

40% と集計された。サムソン物産の関係者

は、「勤労者の作業中止権の行使が、安全事

故の事前防止に重要な役割をしていると思わ

れる」と話した。

サムソン物産は先月、現場労働者 969 人

を対象に、作業中止権に関するアンケート調

査も行った。これによれば、勤労者の半分以

上 (500 人・52%) に作業中止権を使った経

験があった。作業中止権が現場の安全に役立

つという回答は 90%（871 人）、作業中止権

の使用を同僚に積極的に勧めるという回答は

95%（921 人）と、いずれも高かった。

サムソン物産は法に規定された産業安全保

健管理費とは別に、現場所長に与える安全強

化費を追加で編成し、２年間で約 500 億ウォ

ンを執行した。また、安全で優秀な協力会社

には入札参加機会を優先的に付与し、協力会

社の安全管理費を 100% 先払いして、工事

の初期から使えるようにした。2023 年５月

14 日　京郷新聞　シム・ユンジ記者

■「ホルマリン」散布した養殖場の移住労働
者の白血病 ･･･ 労災認定
養殖場で働いてがんに罹った移住労働者

に、労災が認められた。この労働者は養殖場
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で働き、１級発がん物質であるホルムアルデ

ヒドが含まれたホルマリンを扱っていた。

光州・全南移住労働者人権ネットワークは

21日、「養殖場で働いてがんに罹った移住労

働者が先月 27日、勤労福祉公団から労災を

認められた」と明らかにした。この団体は「養

殖場の移住労働者が、業務上疾病として労災

を認められたのは今回が初めて」と話した。

スリランカ出身のカーンさん (41) は、

2010 年に韓国に入国し、主に養殖場の労働

者として働いてきた。カーンさんは 2010 年

10 月から一年間、国内のヒラメ養殖場で働

き、2018 年 6月から 9月までは、陸上のう

なぎ養殖場で働いて生活した。

ワカメと昆布、アワビの養殖場などでも働

いていたカーンさんは、2021 年１月に全羅

南道の大学病院で、「慢性骨髄性白血病」と

診断され、直ちに抗がん治療に入った。カー

ンさんは「働いていた養殖場で使ったホルマ

リンが白血病の原因」とし、勤労福祉公団に

労災を申請した。

カーンさんが働いていた養殖場のうち、ヒ

ラメとうなぎの養殖場はホルマリンを使用し

た。ホルマリンには１級発がん物質であるホ

ルムアルデヒドが 37%含まれている。

カーンさんは「寄生虫の除去と水素の掃除

などにホルマリンを使った。」「当時、呼吸保

護具がない状態でホルマリンを散布した」と

説明した。当局の調査で、カーンさんが働

いていたヒラメ養殖場では、18ℓのホルマ

リン缶を毎月 3.6 缶ずつ使用したと推定され

た。うなぎの養殖場でも四ヵ月間、18ℓの

ホルマリン25缶を購入したことが分かった。

労働災害補償保険法は、ホルムアルデヒド

にばく露して発生した白血病や咽頭がんは、

「職業性がん」に該当すると規定している。

業務上疾病判定委員会は「申請人が勤務し

た養殖場でホルムアルデヒドの使用が確認さ

れ、作業環境を測定した結果、短期高濃度ば

く露基準に近かったり超過したばく露があっ

た」と判断した。続いて「ホルムアルデヒド

は、作業の態様と最大ばく露量によっても白

血病の発病の危険を高め、申請人の場合、( 白

血病の ) 平均的な発病年齢よりも低い点を総

合的に考慮する時、業務との相当な因果関係

が認められる」とした。2023 年 5 月 21 日

京郷新聞　カン・ヒョンソク記者

■廃棄物処理場で毎年 20人が死亡
リサイクル関連の産業で毎年 20人余りの

労働者が命を失う。

雇用労働部が集計した「廃棄物処理業死

亡事故現況」によれば、最近６年間に廃棄

物処理場で仕事中に死亡した労働者は 89人

だ。労災の公式統計の基準とした廃棄物処理

業は、韓国標準産業分類・中分類の「廃棄物

収集・運搬・処理および原料再生業」の小分

類「廃棄物収集・運搬業」と「廃棄物処理業」

そして「解体・選別および原料再生業」に該

当する事業場をいう。

雇用労働部によれば、昨年、廃棄物処理

業での労災死亡者は９人だ。タイプ別には、

△高所作業中の落下２人、△設備点検などの

作業中の挟まれ２人、△車輌などにぶつかっ

た１人、△火気作業中の爆発・破裂４人だ。

幸い 2021 年の 28 人より事故が減った。

類型別には、△挟まれ 10 人、△落下５人、

△ぶつかり３人、△その他 10 人だ。2017

～ 2020 年では、年平均 19 人 ( 計 76 人 )

の死者が発生したが、2021 年に入って死亡

者が 47.3% も急騰したのだ。労働部は死亡

事故危険警報も発令した。2023 年 5 月 30 日

毎日労働ニュース　カン・ソクヨン記者（翻

訳：中村猛）
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東　京東　京

労災受給の権利を事業主か
ら守れ！
メリット制廃止の院内集会参加レポート

まさに五月晴れだった 5
月 22 日、衆議院第一議員
会館にて、「労災被災者の
生活と権利を守り、労災保
険料のメリット制の廃止
を !!」と題された院内集会
が開催された。
当日、議員会館に入って
すぐの待合スペースで、犬
が３匹ほど行儀よくしてい
た。犬もメリット制に反対
なのかと感心していたら、
トレーナーらしき人たちに
連れていかれた。どうやら、
メリット制の院内集会の隣
で、介護犬の扱いに関する
集会が行われていたようで
ある。メリット制とは関係
なかったが、犬も活動家に
なる時代なのだ。
それはさておき、メリッ
ト制廃止への院内集会の
話。今回の集会の目的は、
議員やマスコミに、メリッ
ト制のせいで起こっている
問題を認識してもらうこと
だ。なので、集会の内容は、

集まってくれた人々の前
で、メリット制があること
によって起こる問題につい
て数名が講義をし、質疑応
答して終了というものだっ
た。
講義の内容はややこしい
ので、後で私なりにまとめ
るとして、集会には、社民
党の福島みずほ議員、立憲
民主党の岸まきこ議員と、
石橋みちひろ議員の秘書、
日本共産党の宮本徹議員が
参加し、また、共同通信、
朝日新聞等のマスコミも数

みる。私も集会に参加する
まで、今回の問題がどこに
あるのかよくわかっていな
かったので、このまとめで、
読んだ方々の問題意識を喚
起できれば幸いである。
まず、そもそも労災保険
料のメリット制とは何か。
これは、一般の保険にもよ
くあるシステムで、要は、
労災が起こってない会社は
保険料を安くし、労災が起
こっている会社は保険料を
高くしますという制度であ
る。実はかなり古くからあ
る制度で、1951 年に運用
が始まっている。
ではなぜ、そんな昔から
ある制度に対して、今さら
廃止を求めているのか。発
端は、2022 年 12 月 13 日
の厚労省から出た、「労働
保険徴収法第 12 条第３項
の適用事業主の不服の取扱

岸まきこ議員

社取材に来て
いた。目的で
あった議員や
マスコミへの
問題周知と顔
つなぎとして
は、成功だっ
たと思う。
さて、講義
＋質疑応答の
内容を、私な
りにまとめて
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いに関する検討会」報告書
という報道発表である。
まず、事業主が、労災の
支給決定に対して不服を
申し立てしたしたとして
も、事業主は処分を受けた
当事者ではないので、厚労
省はこれを受け付けられな
い。これは、今までもこれ
からも変わらない。だが、
2022 年 12 月の発表によ
ると、事業主が、「労災の
支給決定については文句言
いまへん。せやけど、この
事故、わてのところには責
任おまへんでっしゃろ。メ
リット制に反映させて、う
ちの保険料上げるのは勘弁
してくれまへんか？」とい
う主張をするなら、厚労省
としては、当事者なので、
審査請求を受け付ける、と
いうのである。
メリット制に反映させる
のを勘弁するというのは具
体的にどういうことかとい
うと、一旦支給が決定した
この事故が、実は支給要件
を満たしていなかったとし
て決定をひっくり返すこと
である。要は結局、メリッ
ト制が適用されている企業
の事業主は、労災の支給決
定に対して、文句を言うこ
とができるようになってし
まったのだ。ただし、厚労

省が 2023 年１月に出した
通達では、行政訴訟で決定
が逆転したとしても、労災
給付決定を取り消すことは
しないとしており、被災者
には影響がないように思え
る。
ところが、被災者にかか
わる大きな問題が三つある
のだ。
一つ目の問題は、この被
災者の、上乗せ補償が要求
しにくくなることである。
通常、休業時に労災保険か
ら補償される金額は給与
の 60% 分であり、それ以
上の 40％分をもらおうと
すると、企業に談判するし
かない。（正確には、被災
者は休業補償にプラスして
特別支給金が 20％もらえ
るので、それも考慮した話
し合いになることも多い。）
その際、労災の決定が揺る
がないものなら、国が企業
の責任を認めているわけな
ので、交渉も有利に進めら
れる。しかし、労災の決定
が変わる可能性があるな
ら、企業は、最後まで責任
の所在について争ってくる
だろう。
二つ目の問題は、今後の
労災の支給決定がされにく
くなるということである。
労災請求について、労働基

準監督署の担当者が、のち
に行政訴訟を起こされるこ
とを憂慮し、事業主の主張
に沿った対応や検討に重き
をおいてしまうことが予想
される。また、支給が間違
えていましたとなった場
合、それより後に起こる類
似の案件は、支給の決定が
されにくくなるだろう。
三つ目の問題は、将来的
に、本当に通達通りに被災
者の補償が守られるのかと
いうことである。労災支給
決定に、事業主は口を出せ
ないという、労災保険制度
が始まったときから続く労
働者保護の大原則を、たっ
た2回の研究会で反転させ
てしまうような政府だと、
いつ、被災者に、やっぱり
支払った労災支給金を返還
してくださいと言い出すか
わかったものではない。ま
た、現在も係争中の、あん
しん財団事件では、この
2023 年１月の通達が出る
前に、メリット制での保険
料への影響を理由に、事業
主に、労災支給決定に対す
る裁判の、原告適格が認め
られてしまっている。よっ
てこの裁判では、被災者の
補償が守られない可能性が
ある。この判決次第では、
今後の、支給金の保護がな
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し崩し的になくなったりす
ることも考えられる。
このような問題をはらん
だ報道発表や通達を厚労省
が出してしまったため、そ
れを見た有志が、なんとか
これを撤回させねばなら
ん、ということになったの
であるが、公式の通達とし
て出ているうえ、あんしん
財団事件を筆頭とするいく
つかの事件で司法が事業主
の介入を認めてしまってい
るため、この不服申し立て
に関する変更自体をやめさ
せるのは困難である。では
どうするのか。
だったら、メリット制自
体を廃止にすればよい。そ
うすれば、事業主は労災支
給決定に不服を言う根拠を
失うはずだ。これが、今回
のメリット制廃止運動の流
れである。
メリット制自体も、施行
当時からたびたび問題に
なっている制度である。よ
く争点になるのは、①労災

防止の動機付けに本当に
なっているのか、②労災隠
しの動機付けになっていな
いか、③メリット制は、あ
る程度以上の規模の会社で
ないと適用されないルール
になっている。そして、労
災というのはそんなたびた
び起こることでもないの
で、適用された会社の９割
は保険料が安くなってい
る。これは、中小企業の負
担を間接的に増加させてい
ないか、④もともとメリッ
ト制は労災の赤字を何とか
するために作られた制度だ
が、黒字転換している現
状、目的が形骸化していな
いか、などである。
今回は、その辺のことや、
その他の問題点を徹底的に
突いて、メリット制を廃止
させ、ひいては事業主が労
災支給決定にちゃちゃを入
れるのを防ごう、というこ
とである。
以上が、講義の内容を私
なりにまとめたものだ。読

んでいておかしい点があっ
たら、関西労働者安全セン
ターまでご連絡をくださ
い。話し合いましょう。
実は、私自身は、メリッ
ト制自体は、そんな喫緊に
廃止しないといけないほど
の悪い制度とは思っていな
い。ただそれが、決定した
労災支給を取り消されるよ
うなことにつながるのであ
れば、それを防ぐ手段とし
て、廃止しちゃう分にはい
いと思う。70 年以上も続
いてきた制度なので、そう
簡単にはいかないだろう
が。
全国安全センターの、今
後の活動方針として、まず
はこの制度を利用した不服
申し立ての裁判記録を、議
員を通して質問して集め
て、メリット制廃止の筋道
をたてようとしているとこ
ろである。私も可能な限り
お手伝いしていく所存だ。
（事務局　種盛真也）

中皮腫と
ともに生きる
希少・難治性がん患者と家族の 26の「ものがたり」

 北里学園大学教授　　大島寿美子　編

寿郎社
四六版 232 頁
本体 2000 円＋税
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6月の新聞記事から
ろ、ホースが接続部から外れ、顔面をホースが直撃
した。男性は病院に運ばれたが、20 日午前、死亡した。
男性は、ヘルメットを着用していたが、顔と頭部に
けがをして、意識不明の状態だった。

5/22 愛媛県今治市内にある造船所で発生した労災
死亡事故の現場に、有資格者を配置していなかった
として、今治労働基準監督署は下請業者と同社の現
場責任者の男（57）を、労働安全衛生法違反の疑い
で松山地検に書類送検した。この業者は去年８月、
建造中の船のエンジンルーム内で「つり足場」を解
体する際、派遣労働者の男性 (50 代 ) が足場から落ち、
死亡した。

5/24 新型コロナウイルスの感染による労働災害の
死傷者が、2022 年は 15 万 5989 人に上り、前年の８
倍超となった。厚労省は、労災による死者数と４日
以上の休業者数をまとめた。コロナ関連の労災を業
種別でみると、「保健衛生業」が、前年の 11.5 倍と
なる 13 万 8752 人で９割近くを占め、「製造業」で
4197 人（前年の 1.9 倍）、「建設業」で 2766 人（同 2.4 倍）
などと増加した。コロナを除いた労働災害による死
傷者数は過去 20 年で最も多い 13 万 2355 人にのぼっ
た。前年より 1769 人増加した。死亡者数は 774 人
で最も少ない。労災の原因としては「転倒」が最も
多く、高齢の労働者の転倒の割合が高い。

5/25 スイスの大手時計メーカー、スウォッチグ
ループの日本法人で働く 50 代の女性社員が精神障害
を発症したのは、日本法人の社長による執拗な叱責
などが原因だったとして、中央労働基準監督署（東京）
から労災認定されていた。認定は昨年 11 月 28 日付。
女性は 2008 年にスウォッチグループジャパンに入社
し、広報業務を担当。21 年３月に就任した社長から
激しい叱責を執拗に受け、８月に人事評価を下げら
れた。9 月には報告の遅延やミスを理由とした業務
改善プログラムを受け、適応障害を発症した。

5/26 社会福祉施設での労働災害の死傷者数が高
止まりにある。22 年に全国で発生した労働災害状
況によると、社会福祉施設で発生した休業 4 日以上
の死傷者数は 1 万 2,780 人。５年前の 2017 年と比
べ 46.3％の増加。事故の内訳は「動作の反動・無理
な動作」が最も多く全体の 35.0％。次いで「転倒」

（34.3％）が多く、主な要因は「労働力の高齢化」。
5/31 建設現場でアスベストを吸い肺がんや中皮腫

を患ったとして、神奈川県の元建設作業員と遺族ら
28 人が建材メーカー 6 社に計 6 億 9300 万円の損害
賠償を求めた訴訟の差し戻し審判決で、東京高裁は、
太平洋セメント（東京）など４社の責任を認め、原
告 22 人に対し計約 1 億 300 万円を支払うよう命じた。
2021 年 5 月の最高裁判決で差し戻された訴訟で判決
が出たのは初めて。渡部勇次裁判長は判決で、4 社
は 1973 年以降、一部の建材で、75 年以降はすべて
の建材について、石綿の危険性を表示する義務を負っ
ていたが、怠っていたと判断した。その上で、原告
の職種ごとに市場シェアが 10％を超えていたメー
カーの責任を認定した。原告の 6 人については「メー
カーの建材から石綿を吸い込んだと認められない」
として請求を棄却した。

5/1 パワハラや虚偽申告などの不祥事を起こした
として、兵庫県警が 3 月中に計 24 人を処分してい
た。いずれも軽微な処分。西播方面の署の 50 代警部
補は昨年 6 ～ 11 月部下 3 人に、大声でしかったり、
腹部を殴ったりした。県警は警部補の行為をパワハ
ラと認定。パワハラを把握しながら報告を怠った警
部とともに処分した。阪神方面の署の 40 代警部補は
2021 年 4 月～昨年 9 月、週 2 ～ 3 日のペースで部下
2 人を連れ、居酒屋からスナックのはしご酒を繰り
返し、県警はアルコールハラスメントと判断した。

5/2 新潟市水道局に勤務していた男性が上司によ
るパワハラを訴え自殺した問題で、男性の妻が、裁
判で市の責任が認められた後も水道局の対応が不十
分であるとして、水道局の対応について改善を求め
る中原市長あての手紙を新潟市の担当者に手渡した。
2007 年、新潟市水道局に勤めていた男性は、上司か
らのパワハラを示唆する遺書を残して自殺。遺族は
2015 年に新潟市を提訴し、去年 11 月、新潟地裁は
市の責任を認め 3500 万円の支払いを命じた。３月末
中原市長が遺族に直接謝罪した。

5/11 東北電力女川原子力発電所の敷地内で、転圧
ローラー車がバランスを崩して横転した。車を運転
していた 60 代の男性作業員が車と地面の間に足を挟
み、左足首などを骨折した。男性は工事車両が通行
する道路の整備作業中だった。

  トラック運転手の男性（52）が 2019 年、運
転中に心筋梗塞を発症して死亡したのは長時間労働
が原因だとして、男性の母親（76）が、勤務先の会
社側に約 5400 万円の損害賠償を求める訴訟を大阪地
裁に起こした。亡くなる直前 6 カ月の時間外労働は、
月平均 159 時間に上っていた。男性は 18 年 10 月に
運送会社「田平陸送」（大阪府交野市）に入社。19
年８月、広島県内の国道でトラックを運転中に心筋
梗塞を発症し死亡した。北大阪労働基準監督署は 22
年 9 月に労災を認定した。

5/16 東京品川区大井の老人ホームの建設現場で、
大型のクレーン車が掘削用の機械をつり下げて運ぶ
作業中に、ワゴン車やトラックなど車３台の上に横
転する事故があり、ワゴン車に乗っていた男性が死
亡した。トラックに乗っていた男性も足の骨を折る
大けが。

5/17 長崎ヤクルト（長崎市）の総務課長だった男
性 (50) が 2020 年に自殺し、別の男性社員２人が退
職したのは、同じ上司によるパワハラや長時間労働
が原因として、遺族と男性２人が上司と同社に計約
１億 5300 万円の損害賠償を求め、長崎地裁に提訴し
ていた。昨年 10 月 14 日付。自殺した男性は 17 年、
前任者の退職に伴い営業職から事務職の総務課長に
着任。20 年９月ごろから、上司に理不尽な叱責や指
導を受け、同 10 月ごろからうつ症状を発症し、同
12 月に自殺した。長崎労働基準監督署は 23 年３月、
自殺を長時間労働による労災と認定した。元社員の
男性２人は 12 年と 17 年にそれぞれ退職。同じ上司
から、長時間怒鳴られるなどのパワハラを受けた。

5/19 北海道白老町の日本製紙白老工場で、外部の
業者の男性が高圧洗浄車を使い作業をしていたとこ
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2023 年夏期カンパのお願い
日頃より関西労働者安全センターの活動に対し、多大なるご支援・ご協力をいただき、心

より御礼申し上げます。

新型コロナウイルス感染症が第５類に移行されました。

患者数の把握方法も、定点医療機関で把握した患者数を一週間ごとにまとめて公表するこ

とに変わりました。国による医療費負担もなくなり、隔離した入院措置などの対応も今後は

ありません。だからといって、急に感染者数が減少したというわけでもなく、５月以降感染

者数は増加に転じており、９波が始まっています。

2022 年度の新型コロナウイルス感染症に関する労災請求は累計 159,018 件、支給決定は

149,481 件となりました。2021 年度の請求件数 22,904 件、支給決定件数 19,608 件と比

べて、とんでもない数になっています。

5 類に移行しても感染は続いており、職場や保育園などで複数の感染者が出たという話し

を、度々聞きます。職場での最低限の感染症対策は継続する必要があり、またコロナによる

休業や濃厚接触者の自宅待機などの措置での補償問題なども引き続きあります。

昨年４月からは、パワーハラスメント対策が、中小企業についても義務づけられ、すべて

の事業主に措置義務が課されていますが、センターにはハラスメントによるメンタル不調の

相談が、度々寄せられています。

建設アスベスト訴訟では、建材メーカーはいまだに責任を認めておらず、裁判が続いてい

ます。

私たちは、労働組合、医師、法律家などの専門家の支援と協力の下に活動を続けています

が、何よりもみなさん一人ひとりとの連帯が重要だと認識しております。そしてみなさんか

らのカンパが、今後の当センターの活動の原動力となっていくことは間違いありません。

日頃絶えずご支援をいただきながらこのようなお願いをするに至っては誠に申し訳ないの

ですが、何とぞご協力のほどお願いいたします。

 2023 年６月

      関西労働者安全センター

       議長　浦　功
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アウトプット指標、アウトカム指標で労働災害減少達成へ
　第14次労働災害防止計画がスタート

死ぬまで元気です　vol.59　右田孝雄

2023中皮腫啓発月間のお知らせ

韓国からのニュース

前線から
　労災受給の権利を事業主から守れ！メリット制廃止の院内集会参加レポート／東京
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